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ADR 拡充・活性化の基本理念等に関する論点（①） 

＜委員からのコメント等による基本理念等の内容の例＞ 
 

＜裁 負担軽減による裁判機能の充実＞ 
○ 裁 の負担軽減によって裁判の迅速化が実現し、紛争解決の質・量が全体として高まる。 
○ 必 も裁判でなくとも解決できる紛争を ADR において解決することにより、裁判がより充実してくる。 
○ 裁 の負担軽減・司法エネルギーの節減という国家的ニーズは副次的なものに過ぎない。 
○ ・ ・ 

＜その  
○ Ａ 利用は、憲法 25 条の一部としての法的トラブルに煩わされることなく生活する権利に立脚する。 
○ ・ ・・ 

＜競 存在による裁判の機能強化＞ 
○ Ａ 裁判との選択肢として競争的関係に位置付けられることによって、裁判の機能強化につながる。 
○ ・ ・・ 

＜裁判との分担による多様な紛争解決ニーズへの対応＞ 
○ 規制緩和の進行や法曹人口の拡大によって紛争の増加が予想される中で、ＡＤＲが、裁判によっては救済を図りえな

い権利を実現し、裁判によっては解決し得ない紛争を落着させる受け皿として機能する。 
○ 国 、当事者の自主的判断により、紛争を解決するのに最適な解決メニューを選択することを可能とする。 
○ 失 つつある社会として持つべき紛争解決能力を法の支配の観点から再構築する意義を有する。 
○ 裁 はない、３者（主宰者、両当事者）が協同で紛争の解決を目指す理念を実現する。 
○ ・ ・ 

＜私 に立脚した国民の司法参加意識等の涵養＞ 
○ Ａ 拡充・活性化を通じて、国民の司法参加意識や私的自治の考え方を涵養されることが期待される。 
○ 自 任社会における権利義務の実地教育として、自立した国民となる司法教育効果を有する。 
○ ・ ・ 
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ADR 拡充・活性化の基本理念等に関する論点（②） 
 

＜委員からのコメントによる基本理念等の内容の例＞  
＜裁判との関係におけるＡＤＲの位置付け＞ 
○ ＡＤＲと裁判は、ともに近代の法社会システムを源泉とする、紛争解決のための車の両輪の関係にある。 

・ 国家による物理的強制力の独占の下で、物理的強制力を発動する要請が高い場合には、裁判 
・ 私的自治の原則の下で、当事者の自主性を尊重した紛争解決の要請が高い場合には、自主的紛争解決 

○ 裁判は、当事者の合意の調達による解決が得られない場合に備えた、最終的・強制的な紛争解決手段 
○ ・・・・・・ 

＜相対交渉との関係におけるＡＤＲの位置付け＞ 
○ ＡＤＲにおける解決は、第三者による合意の是非・当否の判断が加わるという点で、私的自治の名の下で当事者間の

みでの成立する合意を超えるもの（そのようなものこそをＡＤＲとすべき）。 
○ ・・・・・・ 

＜司法型・行政型ＡＤＲとの関係における民間型ＡＤＲの位置付け＞ 
○ 規制緩和社会への移行により、行政機関にとっては、規制行政に代わり得る方法として、裁判ではない紛争解決手

段（行政型 ADR）は必須である  。

○ 当事者主体の紛争解決（自主的な選択、主体的参加、納得追求）は多大な運営コストを要するものであり、現実的に

は、司法型・行政型ＡＤＲに役割が期待される。 
○ ・・・・・・ 

＜その他＞ 
○ ・・・・・・ 
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ADR 拡充・活性化の基本理念等に関する論点（③） 
 

＜委員からのコメントによる基本理念等の内容の例＞  

-3- 

＜その他＞ 
○ ADR の拡充・活性化を国民のために進める以上、まず、「AD 」という名称を、適切かつ親しみやすい日本語にする

ことが必要である  
R

。

○ ・・・・・・ 

＜私的自治・自律性・多様性の尊重＞ 
○ 当事者の広範な自治や手続運営における自律性は、ＡＤＲの生命線であるべき。 
○ ＡＤＲ機関が独自性を発揮できる環境があって、真の意味で裁判の選択肢たり得る。 
○ 裁判や他の ADR と比較して、各 ADR がいわゆる「売り」の部分を作っていく努力が不可欠。 
○ 多様な機関の存在こそ ADR の身上である。 
○ ・・・・・・ 

＜当事者の自己責任による選択機会の確保＞ 
○ 利用者は多様なＡＤＲ機関の中から自己責任で利用機関を選択し、結果としてニーズに最適な解決方法がとられる姿

が基本となる。 
○ ＡＤＲ機関相互の優劣は市場原理によって決定されるべきであり、悪質なＡＤＲの排除は市場の規律によるべきもの。 
○ ・・・・・・ 

＜ADR への信頼性の確保＞ 
○ 規制に走るのは問題だが、ADR はやはり危険であるというような事件が起こって、かえって ADR への信頼を失った

り、利用促進・安定的成長を阻害する危険につながることは避ける必要。 
○ ADR の人（主宰者、機関職員）、組織は公正かつ信頼できる存在であることが必要。 
○ 当事者双方から信頼される解決手段を備えた機関でなければならず、中立性・公平性・独立性をどう保障するかが鍵

となる。 
○ ・・・・・・ 
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いわゆる ADR 基本法の必要性に関する論点 

 （委員からのコメント等による論点の例） 
○ 一次的には各ADR 機関の自助努力・機関間連携を優先し、以下のような事項を国家法で補充することを基本とすべき。 

・ 機関の規則や当事者間の合意では所期の法的効果を得られない事項 
・ ADR 振興のため、デフォ

・ ADR の信頼確保等のため

・ ADR 念等を見据

 いわゆる 法を制定す べき。 
 諸外国の制 考とすべきで すべき。 
 数年後の見 提として策定

 …… 

基
本
的
な
考
え
方 

期待となり得る。 
の整備、国家としての謙抑性等を総合的に考慮

問題がある。 
を喪失することのないよう留意が必要。 

るおそれがあるので、情報開示のルール化を中

ならば、基本的に不要である。 
展・創意工夫の余地を阻害するおそれもあるの

の ADR に対する責務を明確にすることで、利用

ないか。 
は疑問である。 

基本理念（ADR の

位置付け等）や関係

基
本
法
的

（委員からのコメント等 組みと規定類型ごとの論点の例） 
ルト・ルールとして一定の規律の存在が望ましい事項 
、最小限の規律が必要と考えられる事項 
え、国家として抽象的な方向性を示すべき事項 
る場合には、UNCITRAL 国際商事調停モデル法を尊重す

あるが、各国独自の司法制度の問題があることに十分留意

すべき。 

○ ADR の魅力を増大させ、利用を促進する梃子としての

○ 現行制度との整合性、対象手続の明確化、濫用防止策

する必要がある。 
○ 効果付与の対象となる ADR の選別方法という困難な

○ いたずらに司法型ADR や裁判に接近し、本来の利点

○ …… 
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○ 最低限の規律設定は、欠点を矯めるが長所も失わせ

心とし、直接的規制は最小限とすべき。また、任意規定

○ 規制的な規定は、ADR の本質になじまず、健全な発

で、細心の注意を払った検討が必要。 
○ …… 

○ 国が ADR の整備に責任を持つことを宣明し、関係者

者に ADR への信頼感を持たせる基礎ができるのでは

○ 基本法的な規定のみで ADR が拡充・活性化されるか

○ …… 

によるいわゆる ADR 基本法を必要とする場合の基本的枠
○

○

○
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ADR の範囲に関する論点 
 
 

○ 多様な紛争解決基準を容認すべきではないか。 
○ ・・・・・・ 

手
続
類
型 

設
置
主
体 

対
象
紛
争 

○ 裁判所内で行われるいわゆる司法型 ADR は外して、い

わゆる ADR 基本法を構成すべきではないか。 
○ ・・・・・・・ 

○ 各機関ごとに呼称の異なる手続類型について、定義の明

確化を図る必要があるのではないか。 
○ 相談・苦情処理を ADR の下部構造として認知し、相応の

法制上の地位を付与していく必要があるのではないか。 
○ 一方当事者の言い分を聞いてアドバイスを与え、又はそ

れを相手方に伝えることのみに主眼のある手続はいわゆ

る ADR 基本法の対象外とすべきではないか。 
○ ・・・・・・ 

○ 例えば、民事訴訟になじまないような紛争（宗教紛争な

ど）を法的効果付与の対象とすることができるのか。 
○ ・・・・・・ 

○ 法的規範（裁判規範）に基づく裁断、法的

規範を基準とした合意 
○ 当事者の自律的規範（個別規範）に基づく

合意 

○ 第三者の裁断による解決手続（仲裁）と当

事者の合意による解決手続（調停・あっせ

ん） 
○ 第三者が両当事者に介在する紛争解決手

続（仲裁・調停・あっせん）と第三者が一方

当事者との間のみで行う手続（相談・苦情

処理） 

○ 機関 ADR／個人で行う ADR 
○ 司法型 ADR（民事調停・家事調停）／行

政型 ADR／民間型 ADR 

○ 法律上の争訟性との関係 
○ 当事者による権利処分の任意性との関係 

紛
争
解
決
基
準 

＜論点項目＞ ＜委員からのコメント等による具体的論点の例＞ 
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法的効果の付与等の内容とそのための要件に関する論点 
 

考えられる法的効果等 論           点 

（委員からのコメント等による論点の例） 

（注）委員のコメントには、弁護士以外の専門家の関与の容認については、促進的な規定としてではなく、通則的な規定（主宰者資格）と位置づける考え方もある。 
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法的効果付与等の目的 
○ 対訴訟競争力の確保 ⇒ ADR の利用促進 
○ 要件を満たす ADR のみに効果を付与 

    ⇒ ADR が要件を充足するように誘導 

… 

制
度
の
実
効
性
・利
用
者
利
便

国
に
よ
る
支
援
の
あ
り
方 

対象となる ADR（要件充足性の確認方法） ⇒P７ 

効果等を付与するための要件 
○ 主宰者・手続・機関等 

効果等の内容と現行制度との整合性 
○ ベースとなる制度の趣旨との関係 
○ 相対交渉・仲裁・民事調停との整合性 

法的効果の付与等の必要性 
○ 利用者、ADR 機関のニーズ 
○ 既存制度の活用可能性 

○ 法律扶助の対象化 
○ 弁護士以外の専門家の関与の容認 

そ
の
他

法
的
効
果 

○ ADR における情報の積極的引継ぎ 
○ 証拠調べ等への裁判所の協力 
○ 調停前置の ADR 前置による代替 
○ ADR 継続中の訴訟手続中止 
○ 訴訟係属事件の付ADR 
○ 訴訟係属事件の争点整理等のための

ADR 利用 

裁
判
手
続
と
の
連
携
の
制
度
化 

○ 時効中断（停止）効 
○ 執行力（債務名義性） 



促進的な規定を設ける場合の対象ＡＤＲの限定方法に関する論点 
 

事後チェックで要件を満た

ば、他の ADR でも法的効

＋ 

事前に認定された AD
に法的効果を付与 

（組合せ①） 
＜事後チェッ

一定 ・組織 営等）を満たすＡＤＲに対する法的効果の付与等 

の充 性をどのような方法で確認するか 

＜事前 ＜事後チェック＞ 
＜基本的 ＞ 
基準（要件に準 る内容）を満 は手続 主宰

者）を事前審査により認定 

＜効果＞ 
○ 認定された DR における 等を付  

＜特徴＞ 
○ 事前チェックを受けていな 確に われ

ても法的効果等は付与され

○ 当事者の予見可能性が高

○ 当事者に立証の負担がな

＜特徴＞ 
○ 要件を満たす限りは、幅広い案件が対象となり得る。 
○ 要件遵守の有無が外形上明確でない限り、当事者の予見可

能性が低い 

＜基本的な仕組み＞ 
要件の充足性の確認が必要となった段階で要件を満たすかどう

かを裁判所が当事者の立証を通じて判断 

＜効果＞ 
○ 要件を満たすと判断された案件にのみ法的効果等を付与 

前に認

要件充

後チ

、自動
運

足

・

与

行
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クと事前チェックの組合せ（併用）＞ 

○ 当事者に立証の負担が発生 

されたＡＤＲには法的効果等

に関し推定効を付与 

ックの段階で反証がなけれ

に要件充足と判断 

事前に認定されたＡＤＲには「認定ＡＤ

Ｒ」としての信用力（独占的表示権限） 

（組合せ③） （組合せ②） 

事後チェック段階での立証において認

定ＡＤＲについては証明力が高まる 
定

足

ェ

的

の要件（主宰者・手続

要件

チェック＞ 

たす ADR 機関（又

行為にのみ法的効果

ければ、個別案件が的

ない 
い 
い 
すと判断されれ

果等を付与 

R には自動的 事

の
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ず
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ＡＤＲ全般を対象とする規律（ルール）の設定について 

 
 
                       

ＡＤＲ全般に対する規律の必要性 考えられる規律内容 考えられる規律方法 規律の性格 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

） 

律 

任意的性格 
 
→当事者に別段

強行的性格 
 
→当事者の合意

によっては排除

できない規

○ 各ＡＤＲの規則で規律 
・ ＡＤＲ法制に理念的規定 

→規則制定を誘導 
・ ＡＤＲ法制に各ＡＤＲ機関

○ ＡＤＲ法制で直接に規律 
・ 通則的規定 

→ＡＤＲの義務として規定 
・ 促進的規定 

→法的効果付与の要件と

して規定（要件充足を

誘導

○ 組織運営規範 

○ 手続規範の設定 
・ 手続の開始・終了 
・ 手続の進め方、公平取扱い 
・ 各種規範の開示、当事者へ

の説明 
・ 取扱う紛争の範囲、申立人

の範囲          等 

○ 主宰者規範の設定 
・ 行為規範（守秘義務等） 
・ 主宰者の選定・忌避手続 
・ 主宰者要件（資格） 等 

○ 当事者の選択権の確保 
・ 手続・運営等に関する情

報の提供 
・ ＡＤＲにおける解決結果

の予測可能性の確保 

○ ＡＤＲの信頼性の確保 
・ 中立性の担保 
・ 公平性の担保 
・ 適正手続の保障 
 

 
 

） 

の合意がない場

合に適用される

規律（デフォル

ト・ルール

が規則を制定すべき項目

を規定 
・ モデル規則を提示（例：金

融トラブル連絡調整協議

会） 
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○ その他 
・ ＡＤＲの過程で得られた情

報の利用制限     等 

・ 解決結果等の公表（ディスク

ロージャー）       等 
○ その他 
・ ＡＤＲの利用促進 


